
背景・目的

事業概要

実施期間：2019～2023年度

「第五次環境基本計画」（平成30年４月閣議決定）では、地域の活
力を最大限に発揮する「地域循環共生圏」の考え方を新たに提唱し
た。これを受け、「地域循環共生圏」の創造による持続可能な地域づ
くりを通じて、環境で地方を元気にしていくとともに、持続可能な社
会を構築していく。

地域循環共生圏の創造を強力に推進するため、地域循環共生圏づく
りプラットフォームを構築し、①～④の業務を行う。

①地域循環共生圏創造に向けた環境整備
地域循環共生圏の創造に向けて取り組む地域・自治体の、事業計画

実現の中核となる人材の発掘、地域の核となるステークホルダーの組
織化や、事業計画策定に向けた構想の具体化などの環境整備を推進す
る。

②地域循環共生圏創造支援チーム形成
地域・自治体が、各地域の取組の特性や地域経済循環分析等を踏ま

え、経済合理性と持続可能性を有し、民間活力・資金の最大限の活用、
広域連携を視野に入れた地域の総合的な取組となる事業計画を策定す
るにあたって、必要な支援を行う専門家のチームを形成し派遣する。
また、事業計画策定の中心となる地域のキーパーソンを「地域リエゾ
ン」として選任する。
チームと地域リエゾンの緊密な協働の下、官民協働で事業計画を策

定し、ＫＰＩを活用したＰＤＣＡを徹底し、実現に際しては、関連す
る予算事業等により支援していく。

③総合的分析による方策検討・指針の作成等
先行事例を詳細に分析・評価し、その結果を他の地域・自治体に対

してフィードバックすることにより、取組の充実を促す。

④戦略的な広報活動
都市部のライフスタイルシフト等に向けた戦略的な広報活動（シン

ポジウムの開催、国内外への発信）等を実施することにより、取組の
横展開を図る。

期待される効果

今後５年間で地域循環共生圏の創造に取り組み、地域の経済・社会
の課題を同時解決し、環境ビジネスの創出などによる地域活性化に貢
献していく。

平成25年度予算
○○百万円

環境で地方を元気にする
地域循環共生圏づくりプラットフォーム事業費

2019年度予算（案）
500百万円（新規）

事業目的・概要等 イメージ
○各地域がその特性を生かした強みを発揮
→地域資源を活かし、自立・分散型の社会を形成
→地域の特性に応じて補完し、支え合う
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②地域循環共生圏創造
支援チーム形成

①地域循環共生圏創造に向けた環境整備
（ステークホルダーの組織化、構想の具体化）

④戦略的な広報活動
③総合的分析による方
策検討・指針の作成等

広域的あるいは各地域ごとの地域循環共生圏
評価／フィードバック／サポート評価／フィードバック／サポート

地域× 循環・共生×ビジネスによる持続可能な地域づくり！！

地域の人材・資源の
発掘段階

・能力のある人材が
有効活用できて
いない

・地域資源に価値を
見いだせていない

課題例課題例

①地域循環共生圏創造に向けた環境整備（人材の発掘）

地域循環共生圏の形成段階に応じたきめ細やかな支援体制（イメージ）



「ＳＤＧｓ」や「パリ協定」を踏まえ、脱炭素イノベー
ションによる地域社会・経済システムの変革が不可避。
このため、各地域がその特性を活かした強みを発揮し、
地域ごとに異なる資源が循環する自立・分散型の社会を
形成しつつ、それぞれの地域の特性に応じて近隣地域等
と共生・対流し、より広域的なネットワークを構築して
いく「地域循環共生圏」の創造が必要。
特に、脱炭素と関連の深い地域エネルギーや地域交通分
野において、民間の知見・資金を最大限活用した経済合
理性、持続可能性を有する自立・分散型地域エネルギー
システムや脱炭素型地域交通モデルの確立を目指す。

平成25年度予算
○○百万円（一部総務省・厚生労働省・経済産業省・国土交通省連携事業）

脱炭素イノベーションによる地域循環共生圏構築事業
（一部総務省・厚生労働省・経済産業省・国土交通省連携事業）

地球環境局
地球温暖化対策課
地球温暖化対策事業室（他）

背景・目的 事業内容

期待される効果

自治体主導の取組として、電気自動車（EV）等も活用し
つつ地域の再生可能エネルギー（再エネ）自給率を最大
化。災害にも強い自立・分散型地域エネルギーシステム
を構築し、地域での大幅なCO2削減を実現
EV等の電動モビリティサービスによる地域の交通分野で
の大幅なCO2削減を実現

（１）地域エネルギー、地域交通分野での地域循環共生圏構築のための
検討経費

○経済合理性、持続可能性を有する脱炭素型地域エネルギーシステ
ムの確立や電動モビリティの活用に向けた調査、検討を国として
実施。

○また、経済合理性や持続可能性を有する脱炭素イノベーションに
よる地域課題解決に向け、地方公共団体、企業、地域住民等が行
う協議会運営や実現可能性調査等を支援。

（２）地域再エネ等の活用による持続可能な自立・分散型地域エネル
ギーシステムや脱炭素型地域交通モデルの構築支援事業

○太陽光発電、蓄電池等の再エネ・蓄エネ設備、自営線等を活用し、
災害に強い自立・分散型地域エネルギーシステム構築に向けた事
業を支援。

○また、地域の特性に応じた再エネと電動モビリティ（EV、グ
リーンスローモビリティ、電動二輪等）を活用した持続可能な脱
炭素型地域交通モデルの構築に向けた実証事業を支援。

2019年度予算（案）
6,000百万円（新規）

事業スキーム

実施期間：31年度（2019年度）～35年度（2023年度）
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※事業の実施に当たっては、ＫＰＩを活用したＰＤＣＡを徹底する。


